様式１号の2

「利用者向けデジタル活用支援推進事業」類型Ｂ：地域連携型
申請者の概要、応募資格、事業計画
１．申請者[間接補助事業者]の概要
	法人名

	
	例）○○

	代表者名

	
	例）○○　代表者○○

	管理者・担当者（同一でも可）

	
	管理・担当者氏名
	注：氏名にはふりがなをふること。

	
	所属・役職
	

	
	住所
	

	
	連絡先
	

	連携自治体名：基礎自治体名を記載すること

	
	連携部署名
	部署責任者名
	連携内容【評価加点項目】

	
	部・課名
	部・課長名
	周知・施設利用等の連携内容を記載すること

	
	部・課名
	部・課長名
	地域におけるオンライン行政手続き関する講座を開設する場合、担当部署との連携内容を記載すること


２．申請者[間接補助事業者]の応募資格
	1 日本に拠点を有している法人（個人での申請は不可）であること。

	
	所在地等、ＨＰ公表程度の概要が把握できる情報を記載すること。

	2 事業を的確に遂行する組織、人員、施設等を有していること。

	
	事業の実施体制として、実施主体[連携自治体の体制を含む]となる組織、人員等及び役割分担[講習会の企画、実施、講師の確保等]等を記載すること
推進責任者のマネージメント能力・事業実施に必要な実績等を示す資料を添付すること

	3 事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能力を有していること。

	
	今年度末に補助金が交付されるまでの間、自己資金での事業継続能力があることを記載すること

	4 事業終了後、会計検査対応などのために必要となる文書を適切に管理し、必要な期間保存できること。

	
	保存が必要な5年間、関係文書を保管する場所及び体制を記載すること

	5 総務省及び他省庁等において指名停止期間中の者でないこと。

	
	


３．申請者[間接補助事業者]の事業計画
３－１　実施計画書・公募要領7,間接補助事業の選定の各項目を踏まえ、記載すること。
⑴実施体制
	①講習会等を実施する実施拠点の確保に関する計画があること

	
	実施拠点[公民館等の公共的な場所]数と実施拠点の所在地について記載すること

	②講師の確保・養成・管理体制が適切に確保されていること【評価加点項目】

	
	講師の確保については、各講師予定者のデジタル活用に関する講習等の受講履歴やデジタル活用に関する類似研修で取得しているスキル等、講師としてのレベル等を記載すること
講師の養成については、デジタル活用に関する講習や資格取得への支援等、具体的な取組みを記載すること
講師の管理については、最新情報で講習会等が実施できるよう講師への連絡・指示等を行う方法について記載すること
講師の確保・養成・管理について工夫していることがあれば記載すること（非必須項目）

	③国または地方自治体の補助金の経理処理経験がある等、補助金の適正な事務処理能力を有していること。【評価加点項目】

	
	国又は地方自治体からの委託・請負を含め公的資金の経理処理経験について、具体的に記載すること

	④過去にデジタル活用に関する講習会等を実施した実績を有すること【評価加点項目】

	
	


⑵実施方法等
	①R２年度実証事業「デジタル活用支援員推進事業」の成果を踏まえていること、また、当該成果以外のデジタル活用支援の実施方法に係る工夫が見られること

	
	上記実証事業の成果については、総務省HPで確認し、記載すること

	②講習会等の実施に当たり十分な参加者を確保するための計画を有すること

	
	参加者確保のための取組みについて、具体的に記載すること

	③実施地域における利用者のニーズに応じた講習会等の実施に関する計画があること。

	
	講習会等の参加者にニーズをどのように把握し、企画・実施するかについての計画とその改善方法について記載すること

	④高齢者、障害者等に対する効果的なデジタル活用の支援に関する計画があること

	
	話法、接遇といった工夫や講習会等の要員体制について記載すること

	⑤地方公共団体との連携協力に関する計画があること

	
	地域におけるオンライン行政手続に関する講座を開設する場合は、その行政手続きの内容と役割分担を記載すること

	⑥デジタルデバイド対策への貢献が強く期待できること【評価加点項目】

	
	具体的なデジタルデバイド対策の内容と期待される効果について記載すること


⑶実施内容
	①実施拠点において講習会等を実施する講座及びカリキュラム（いつ、どの実施拠点で何回開催し、どのくらいのコマ数を実施するか等）

	
	「実施拠点において講習会等を実施する講座及びカリキュラム（いつ、どの実施拠点で何回開催し、どのくらいのコマ数を実施するか等）」についての具体的な計画を記載するとともに、事業実施団体としてどのような点に注力して取り組むのかを記載することすること


３－２　公募要件3.B.「2)事業実施条件」を満たすことを記載すること
	①２５コマ以上の講習会等の実施

	
	講習会等でのコマ数の実施計画について記載すること。
＊「会場で実施する講習会」が全体のコマ数の過半数を超える割合で実施する必要があることに留意

	②応用講座及び基本講座のうち４講座以上の講座について講習会の実施計画

	
	事業実施団体としての取組方針を記載すること。

	③連携する地方公共団体（都道府県及び市区町村）名。確認書　

	
	「１．申請者[間接補助事業者]の概要」で記載した連携自治体名を再掲すること
本頁の最後の確認書参考を参照し、確認書を添付すること

	④執行団体主催の研修の受講

	
	事業実施団体としての取組方針を記載すること。

	⑤「デジタル活用支援実施ガイドライン(仮称)」等の遵守

	
	事業実施団体としての取組方針を記載すること。

	⑥求められた場合の支援員の派遣。講習会等の実施への協力

	
	事業実施団体としての取組方針を記載すること。

	⑦執行団体の求めに応じた実施計画の実施に関する情報提供

情報発信を行う受講者向けWEBサイトのURL等の提供や、情報の更新等。

	
	事業実施団体としての取組方針を記載すること。

	⑧JPQR（決済用統一QRコード）の利用環境構築（記載は任意）

	
	デジタル活用を体験することのできる環境の構築状況、構築予定を記載すること。

	


※確認書参考（例）
	年月日
　○○様　
○○市長　○○　　　　　
担当　　○○部○○課　
令和３年度情報通信利用促進支援事業費補助金に係る確認書
　令和３年度情報通信利用促進支援事業費補助金（「利用者向けデジタル活用支援推進事業（地域連携型）」）について、当市（町・村・区）との連携事業者であることを確認した。
担当者　氏　名　　　　　　　
　　　　連絡先　　　　　　　



赤字は記載例等のため提出時には削除すること
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